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RTPを利用した動画配信システムにおけるQoS制御方式

下 間 芳 樹† 福 田 和 真†† 奥 村 誠 司††

鷹 取 功 人†† 大 野 次 彦†† 水 野 忠 則†††

本論文では，インターネット上で RTPを利用した動画配信システムにおいて，エンド間の経路上の
通信状態に応じ受信側端末上で良い再生品質を実現するための QoS（Quality of Service）制御方式
を提案する．時間的制約を持つ連続メディア情報をベストエフォート型であるインターネット上で配
信するとき，つねに再生品質が良いわけではなく，安定した配信や良い再生品質を提供するため QoS
制御が必要となる．提案する QoS制御方式は，ネットワーク状態を的確に把握しその推移から転送
レートを見積もる輻輳予測・検出機能，その結果をふまえネットワークの状態に適応したパケット送
出を行う転送レート制御機能，パケット欠損時に対応するための限定的再送から構成される．これら
の機能を配信サーバ上に実装し，インターネット上で測定を行った．本論文では，その結果や評価，
提案した方式の有効性についても述べる．

A QoS-control Method on Video Distribution by Means of RTP

Yoshiki Shimotsuma,† Kazuma Fukuda,†† Seiji Okumura,††

Norihito Takatori,†† Tsugihiko Ohno††

and Tadanori Mizuno†††

In this paper, we propose a QoS (Quality of Service) control method adapted network con-
dition by means of RTP (over Internet), which method enables Clients to playback streaming
media better quality. Network condition, in general, wasn’t always served best quality on
streaming over the Internet, so that it is neccesary to consider QoS control in order to service
better quality streaming. Our proposed method consists of following functions: to predict and
detect network congesion, to control transport rate from sender and to retransmit damaged
or lossed packets selectively. Implemented a proposed method on Video distribution system,
we will show some experiment results and describe the effectiveness of our proposed method.

1. は じ め に

現在，インターネットの利用者数は増加し続け，ま

たインターネット上で利用できるサービスも多種にわ

たり，インフラとしてのインターネットの重要性も日々

増している．さらに最近では，インターネットを経由

した音声や動画の配信サービスを利用する場面も多く

見られる．

現在のインターネット上におけるパケット通信は，

使用する帯域幅や遅延時間などが基本的に保証されな
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い “ベストエフォート”型である．しかし，インター

ネット上で音声や動画などの連続メディア情報を扱う

ためには，単にデータを転送するだけでなく帯域幅や

遅延時間などのリアルタイム性にともなう制約にも従

う必要があり，多くの課題が存在している．そのため，

経路上のさまざな状況に適応し効率的に転送すること

で受信側で連続メディア情報の品質良い再生を行うこ

とが重要となる．

これらを解決するためにさまざまな研究が行われ，

多くの方式が提案されている．たとえば，経路上の通

信状態を把握しそれに応じて動的に転送レートや符

号化レートを制御する方式，欠損したパケットを訂正

する方式などである．また，経路上の通信状態を把握

するため，受信側端末から送信側端末への受信状況の

フィードバックを行うことが多い．

また，動画配信において，経路上の通信状態に適応

するために動的に転送レートを変更する必要があるが，
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その制御としては動画のフレームレートを制御する方

法やコンテンツの符号化レートを変更する方法，それ

らの組合せの方法が考えられている．

本論文では，RTP（Real-time Transport Proto-

col）1)および RTSP（Real-Time Streaming Proto-

col）2)を使用して MPEG-43),4) コンテンツを配信す

るシステムにおいて，エンド間の経路上の通信状態に

適応し効率的に転送することで受信側で連続メディア

情報の品質良い再生を実現するための QoS制御方式

を提案する．また，そのシステムにおいて提案した方

式を実現し，インターネット上での転送実験と評価を

行い，その方式の有効性についても述べる．

2. インターネット上における動画配信の課題

現在のインターネット上での通信は基本的にベスト

エフォート型であり，使用する帯域幅や遅延時間など

は保証されない．しかし，連続メディア情報は帯域幅

や遅延時間などリアルタイム性に関して制約を持つ．

そのため，インターネット上で連続メディア情報を扱

うためには，これらの相反するような特徴に対して単

にデータを転送するだけでなくリアルタイム性に関す

るさまざまな課題について考慮する必要がある．

インターネット上の転送プロトコルとして，TCPな

どのコネクション型と UDPなどのコネクションレス

型がある．前者は信頼性のある転送を実現するため，

欠損したパケットに対して再送などのエラー訂正機構

やネットワーク状況に応じた配送を行う輻輳制御の機

構を持つ．しかし，これらの機構による遅延の変動は

大きく，リアルタイム性を大きく損なう．後者はこれ

らの機能がなくシンプルで反応性は高いが，パケット

欠損によるデータ欠落は連続メディア情報の再生品質

の悪化となる．パケット欠損への対応として，エラー

訂正や転送帯域の制御などの機構が必要となるが，そ

れらの実現によりリアルタイム性が損なわれないよう

にする必要がある．

これらの課題を解決するため，たとえば次のような

方式5)が提案されている．

• 経路上の通信状態を把握しそれに応じて動的
に転送レート6)∼8)や符号化レート9),10)を制御

する方式，動画のフレームレートを制御する方

式7),11),12)，また，それらを組み合わせた方式13)

• 欠損したパケットを訂正する（再送，冗長な情報
の同時転送）する方式8),14)

• 受信側端末のバッファ量やネットワーク上で転送
中のデータ量を考慮して送信側端末における制御

方針を考える方式15)∼17)
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図 1 動画配信システムの基本構成
Fig. 1 Basic configuration for our video distribution

system.

• 受信側端末の受信状況により受信側端末上で送信
側端末における制御方針を考える方式18)

なお，提案されている多くの方式では，経路上の通

信状態を把握するために受信側端末から送信側端末へ

の受信状況などについてフィードバックを行っている．

また，多くのものが転送プロトコルとして UDPを利

用しており，RTP（とフィードバックなどで使用され

るRTCP）を利用した場合のQoS制御方式など19),20)

もいくつか提案されている．なお，転送プロトコルと

して TCPを利用したもの21)も提案されている．

しかし，動画配信システム全体の客観的な評価手法

についてはいくつか提案15)されているが，現在まで

決め手となるような動画配信システム全体についての

客観的な評価手法は見つかっていない．なお，その中

の一部の特性について考慮する場合にはその限りでは

ない．

3. 動画配信システムの構成

まず動画配信システムの全体構成について述べ，そ

の上に搭載する QoS制御方式については後述する．

動画配信システム全体における基本構成は図 1 で

ある22),23)．動画はMPEG-4 Simple Profile，音声は

CELPを使用し，それらを RTPペイロード部に格納

して配信する．RTP ペイロード部に MPEG-4 スト

リームを格納するための標準化も行われており，本シ

ステムでは RFC301624)の仕様によるペイロードタイ

プである．なお，RTPは UDP上に実装されている．

ネットワーク再生時のサーバ/クライアント間でのセッ

ション管理やストリーミング制御（再生・停止など）

は，RTSPを使用☆している．

☆ RTSP標準のサーバやクライアントへの相互接続を可能として
いる．
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インターネット上で連続メディア情報を転送してク

ライアント上で再生するまでの処理の流れは次のよう

になる（図 1）．

( 1 ) クライアントは，コンテンツの詳細情報や配信

サーバ情報を SDP（Session Description Pro-

tocol，RFC2327）で記述した MVX（Movie

Video eXtention）ファイル（独自）を配信サー

バ/Webサーバ/ローカルホスト上から得る．

( 2 ) クライアントはMVXに記述された情報を解析

し，配信サーバへRTSPセッションを確立し，コ

ンテンツデータの受信準備（RTP，RTCPセッ

ションの確立）を行う．

( 3 ) 配信サーバでは，クライアントから要求された

コンテンツデータ（MP4ファイル）を読み込

み，RTPパケットに乗せて送信する．

( 4 ) クライアントでは，RTPパケットを受信（バッ

ファリング）し，コンテンツデータの再生

（decode）を行う．

4. 提案するQoS制御方式

ここで，ネットワーク状態の早期把握とその状態に

適応した配信を行うことでクライアント上で良い再生

品質を実現するための QoS制御方式を提案する．な

お，提案する QoS制御方式は，標準的なプロトコル

（今回の場合 RTP/RTCP）の基本的な部分のみを使

用したものを検討する．

提案する QoS制御方式は，配信サーバ上で 3つの

機能（図 2）で実現されている．1つ目は “輻輳予測・

検出機能”であり，クライアントからフィードバック

される RTCPの情報に基づきネットワークの輻輳状

態の予測・検出を行い，その状態に適応する転送レー

トを計算する．2つ目は “転送レート制御機能”であ

り，輻輳予測・検出機能で求めた転送レートに従った

パケットの送出時間（間隔）の計算やフレームレート

の調整を行う．また，これらは動画・音声それぞれの

メディアについて行う．

さらに，ネットワーク上におけるパケットロスが発

生したときに，欠損したパケットの回復のため，その

パケットを配信サーバから再送する機構も備えている．

ただし，再送する機構は，再送パケットによる輻輳の

悪化を抑制し，再送出するパケットを限定する “限定

的再送機能”を持っている．このとき，クライアント

から配信サーバへの再送要求は RTCPで行い，欠損し

たパケットに関して通知を行うNACKのような形と

なる．なお，再送要求のための通知方式は現在 IETF

において標準化が進められている方式の 1つ25)（比

輻輳予測・検出
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スキップ機能

D
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図 2 QoS制御機能の構成
Fig. 2 QoS-control functions.

較的実装が容易なもの）に基づき実装した．一方，再

送されるパケットは通常の配信と同様に RTPで行い，

欠損したパケットと同じシーケンス番号とタイムスタ

ンプで配信サーバから送出するものである☆．

また，動画再生においては，（MPEG–4における）

差分フレームが欠損したとき，そのまま再生を続ける

と次の Iフレームが再生されるまでブロックノイズが

発生し続けるため再生品質の悪化となる．そのため，

クライアント上で受信した差分フレームが欠損した場

合，配信サーバから次の Iフレームが届くまでデコー

ドを行わない “スキップ機能”も用意した．なお，ス

キップ機能が実行されている間はフレームが欠損する

直前の画面の静止画☆☆となる．

次に，配信サーバ上における QoS制御の各機能に

ついて説明する．

4.1 輻輳予測・検出機能

輻輳予測・検出機能では，クライアントからのRTCP

RRパケットに含まれるパケットロス率とジッタ評価

値からネットワーク状態を判定し，輻輳の予測と検出

を行う．そして，その結果から理想的な転送レートを

計算する．ここで，クライアントからのRTCP RRパ

ケットに含まれるジッタ評価値を J，パケットロス率

を Pr とする．

まず，ジッタ評価値とパケットロス率について（後

述する）事前に設定した閾値（それぞれ α，β）と比

較し，クライアントから RTCP RRパケットを受信

した時点でのネットワークの状態を分類する．そのと

き，図 3で示すように 4つのどの領域（A，B，C，D）

に属するのか判定する．ただし，RTCP RRパケット

☆ 受信側端末に到着していないのであれば順序が入れ替わったも
のとして，また，先に送出されたものが非常に遅れて到着した
場合には重複になるが，そのときは後で到着したものを廃棄す
ればよい．

☆☆ この現象はフリーズと呼ばれ，その時間をフリーズ時間と呼ぶ．
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図 3 ネットワーク状態の分類
Fig. 3 The judgement of network conditions.

表 1 ネットワークの状態
Table 1 About network conditions.

状態 説明
A J も Pr も小さく，良好な状態．
B Pr は小さいので輻輳とはまだ断定でき

ないが，J が大きいため輻輳になる可能
性が大きい．

C Pr は大きいが J は小さいため，一時
的にネットワークが混雑した，または，
輻輳状態から安定し J が収束した．

D 輻輳状態である．
N 前の状態が B，C，D，Nであれば，輻輳

状態が悪化している．

は UDP上で転送されるため，ネットワークの状態に

よってはそのパケット自体が欠損する場合もある．し

たがって，その状態を Nとし，ネットワーク状態を

計 5つのいずれかに分類する．なお，分類したそれぞ

れの状態は，RTPにおけるジッタ評価式の特徴☆から

表 1 のように説明できる．

判定時に使用する閾値については次のように設定す

る．なお，rmedia はメディアの（符号化）ビットレー

ト，rcalc は後述する算出された転送レート，apsはフ

レームの平均サイズとする．

パケットロス率閾値 α： メディアとフレームレート

に応じて設定

動画： RTCP フィードバック間隔において平

均フレームサイズ分のデータが欠損する割合

（rmedia の 10 ∼ 20% に相当）

音声： rmedia の 5%の大きさのデータ欠損に相

当するロス率

ジッタ閾値 β： 算出された転送レートに応じ次のよ

うに動的に変更する（次のパケットまでの送出時

間間隔に相当）．

β = aps · 1− α

16 · rcalc
.

☆ 大きなジッタ値の後，パケットが欠損することなく小さいジッタ
値が続く場合には評価値は緩やかに減少する（グラフにプロッ
トすると角のない L字型となる），など．

表 2 転送レート変更方針
Table 2 The policy decision on changing rate to send.

1つ前の状態
A B C D N

現 A ⇑ — — — —

在 B ↓ ↓ ↓ ↓ ↓
の C ↓ ⇓ ⇓ — ⇓
状 D ↘ ↘ ↘ ↘ ↘
態 N ↓ ↓ ↓ ↘ ↘

— : 変更なし，⇑ : レート上，↓ : レート下（小），
⇓ : レート下（中），↘ : レート下（大）

次に，これらの状態を動画・音声ごとにRTCPフィー

ドバックのあった過去数回分記憶し，ネットワーク状

態や輻輳を予測するため，1つ前の状態から現在の状

態への遷移を調べ，表 2 のように転送レートの変更

方針を定める．その結果から，（理想的な）転送レート

を求める．輻輳が発生したときの変更方針に基づく転

送レートの計算方法は，過大であると考えられる帯域

幅の量を減少させるものであり，それぞれの場合にお

いて次のように求める．なお，変更前の転送レートを

rpre，求める転送レートを rcalc とし，k，m，n，q，

w は（1より大きい）正の定数☆☆である．

［レート下（中，大）］

まず，転送レートを下げる割合 ∆R を J，Pr から

計算する．なお，0 < ∆R < 1 となる．

∆R = (1− w∆Pr )

(
1− ∆J

q

)
(1)

ただし，

∆J =

{
J
kβ

0 ≤ J < kβ

1 kβ ≤ J

∆Pr =

{
Pr 0 ≤ Pr < mα

mα mα ≤ Pr

.

次に，rcalc を求める．

rcalc = rpre ·∆R. (2)

［レート下（小）］

式 (1)と同様に ∆R を求め，その減少する割合をよ

り小さくして転送レートを計算する．

rcalc = rpre · (1− (1−∆R)/2) . (3)

［レート上］

転送レートを増加させる割合を ∆R として次のよ

うに計算する．

∆R = 1 +min

{
α

(
1− J

nβ

)
, α − Pr

}
(4)

rcalc = rpre ·∆R

☆☆ これらの定数により，環境に合わせた微調整も可能である．
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ただし， rcalc ≤ rmedia

1− wα
.

ここで上限を設定しているが，これは rmedia よりも

rcalc を大きくしすぎたために発生することが考えられ

るパケットロスを抑制するためである．もしその状況で

パケットロスが発生したとき，rcalcを rmediaより下げ

ないようにする必要もある．そのとき，∆R ≤ 1−wα

であるため，rcalc ·∆R = rmedia から上限を求めるこ

とができる．

ここで，音声の rcalc と rmedia をそれぞれ ra
calc，

ra
media，動画のそれぞれを rv

calc，rv
media とする．音

声の品質悪化は動画の品質悪化より知覚的に敏感であ

るため，必ず ra
calc ≥ ra

media となるように補正し，補

正による音声での差分は rv
calc に反映する．そのとき，

ra
media と rv

media の比率を考慮する．つまり，次のよ

うになる．

rv
calc = rv

pre − (ra
media − ra

calc) · rv
media

ra
media

. (5)

以上のように転送レートを求めたとき，輻輳時など

のように転送レートを下げるときは比較的大きく減少

し，転送レートを上げるときには緩やかに上昇するも

のとなる．

4.2 転送レート制御機能

輻輳予測・検出機能で求めた転送レートに基づき，

送出するパケットの時間間隔やフレームレートの変更

などの制御を行う．これらの制御により，ネットワー

クの輻輳悪化防止や転送効率の向上を可能とする．ま

た，ネットワークの状態が良好な期間にデータを可能

な限り多くクライアントへ転送しバッファに貯えてお

くことで，輻輳時でも動画・音声再生の中断や品質悪

化を緩和する効果を与える．

次に送出時間間隔の計算方法やフレームレートの変

更方法について述べる．なお，ある時間間隔内の i 番

目のパケットサイズを Si とし，メディアのフレーム

レートを fmedia とする．

［輻輳状態ではないとき（rcalc ≥ rmedia）］

1) 単位時間内に rcalc でパケットを送出する．i番

目のパケットの送出時刻 Ti は次となる．

Ti = Ti−1 +
Si−1

rcalc
. (6)

2) 総クライアントバッファ量☆ buf と rmedia か

らバッファ可能な時間 Tb = �buf/rmedia�を求
める．または，総クライアントバッファフレー

ム数 buff から Tb = �buff/fmedia� を求めて

☆ 事前に別の手段で通知されているものとする．

もよい．

3) 配列 Arrn[Tb] と Arrs[Tb] を用意し，それぞ

れに毎秒に送出したパケット数と総パケットサ

イズを記録する．Tb 秒より前の配列の記録は

削除する．

4) buf ≤ Si+
∑Tb

j=1
Arrs[j]または fmedia ·Tb ≤∑Tb

j=1
Arrn[j] のとき，つまり i 番目のパケッ

ト送出によりクライアントバッファのオーバフ

ローが発生すると判断したとき，1秒単位また

は再生時間単位でパケットの送出を中断する．

1秒単位または再生時間単位中断することで受

信側端末での再生によるクライアントバッファ

内のパケットが消費され，自然に減少するため

（オーバフローが回避される），パケットの送出

を再開する．

5) RTCPフィードバック情報の最大受信シーケン

ス番号と送出パケットの最大シーケンス番号を

比較し，差が fmedia · Tb より大きい場合は同

様にパケット送出を中断する．

［輻輳状態であるとき（rcalc < rmedia）］

• ∑Tb

j=1
Arrn[j] や

∑Tb

j=1
Arrs[j] が一定時間分

（たとえば 2 秒分）以上あれば送出時刻を式 (6)

で求める．

• そうでないとき，転送レートが rcalc 以下となる

ようにつまり毎秒の Arrs[j] が rcalc 以下とな

るように（動画）フレームを間引く．なお，必ず

ra
calc ≥ rmedia であるため音声パケットの間引き

は行われない．

• 動画フレームでは Iフレームは間引かず必ず送出

する．間引くときは次の Iフレームの直前の Pフ

レームから順に☆☆間引く（これは，間引きによる

動画のブロックノイズの発生やフリーズ時間の増

大を抑制するためである）．

4.3 限定的再送機能

現在，基本的にベストエフォート型であるインター

ネット上に UDPを使用して転送を行うとき，前述の

2 つの機能を利用してもパケットの欠損は発生する．

そのため，エラー訂正の機能と組み合わせることでそ

れらに対応することを考える．

方式としては，冗長な情報も同時に送ることで受信

側端末上で欠損したパケットの再構築を行う方法もあ

るが，本論文では欠損したパケットを検出したときに

受信側端末から送信側端末へ欠損したパケットの再送

☆☆ Bフレームがある場合には Bフレームから間引き，それでも十
分でなければ Pフレームを間引く．



2702 情報処理学会論文誌 Aug. 2002

出を要求する再送方式を採用した．なお，送信側端末

では再送を要求されたすべてのパケットを送出するの

ではなく，その中からネットワークの状態に応じて再

送出するパケットを限定する “限定的再送” である．

なお，受信側端末では欠損したパケットの再送要求を

行うのみである．また，受信側端末上での欠損したパ

ケットの検出は，一定時間間隔で，受信側端末上にあ

る受信バッファ内の受信した RTPパケットのシーケ

ンス番号を調査することで行う．

ここで，再送要求があった場合に，ネットワークの

状態に応じて再送出するパケットを考える．本論文で

は，音声を優先して送出する方針としているため，音

声は再送要求がある場合にはすべて再送する．動画の

場合は，MPEGにおける Iフレームの再送を要求さ

れた場合にはそのフレームを再送出し，差分フレーム

（P，Bフレーム）については，送信側端末がネット

ワークの状態が良好だと考えている場合に，再送され

るフレームの大きさとそのときの動画の送出されてい

る実際の転送レートの和が計算された転送レートを超

えない範囲で再送出する．

4.4 輻輳時の動画フレームの理想的な間引き数に

ついて

MPEGのような可変長符号化方式の場合，すべての

フレームが同じ大きさではない．動画全体の容量を抑

えるため I，P，Bというフレームの種類があり，それ

らの大きさは平均的に大きく異なる．そのため，ネッ

トワーク上の負荷が大きくなり輻輳状態になったとき，

その負荷に応じて全フレームの平均の大きさに単純に

比例してフレームを間引くのでは十分な対応とは言え

ない☆．そのため，少なくともどの程度フレームを間

引く必要があるのか考える必要がある．

ここで説明を容易にするために（MPEG-4 Simple

Profileを対象としているので），Iフレームは t 秒に 1

回，フレームのサイズは各々のフレームタイプごとに

平均の一定な値（Pフレームであれば sp byte）であ

るとして考える．また，ネットワーク上の利用可能な

帯域幅に対し負荷が一定に rload bpsあるとする．大

きな変動を含めた形ではないので，想定する環境とし

て理想的なものであるといえる．

輻輳状態になり音声のパケットは落とさず次の Iフ

レームの直前の Pフレームを必要な数だけ間引くと

き，Iフレーム間隔の t 秒間で間引くPフレーム数 fd

は次で求められる（図 4）．

☆ P，Bフレームを間引くことを考えたとき，それらの大きさは相
対的に小さいため，間引くフレーム数は多くなるのは自然に理
解できる．

t・f  -1 個の P フレーム

 

1    sec. t    sec.
v

fd
I  frame

P frame

t  sec.

thst

図 4 動画フレームの間引き
Fig. 4 Video frames to thin out.

fd =

⌈
t · rload

8 · sp

⌉
.

このとき，ネットワーク上の負荷のある期間の動画総

フレーム数を F とすると，その期間におけるネット

ワーク輻輳時にパケットロスが発生しない理想的な総

フレーム数 x は次で求めることができる．

x = F · t · fv − fd

t · fv
. (7)

ここで導出した式は理想的な環境による値であるため，

実際の変動の大きい環境の場合，より小さい値（より

多く間引く必要がある）となることが考えられる．そ

のため，これらの式による値を “理想的な上界”とし

て考える．

一方，下界としては実装される QoS制御方式によ

り異なる．また，負荷がなくなったときにすぐに QoS

制御がそのことを検出し，早急に転送レートを増加さ

せることは現実的に難しいため，多少のタイムラグが

発生する．そのため，送出フレーム数の下界は “理想

的な下界の最大値”という形で考える．

その下界値であるが，本論文では Iフレームは必ず

送出する制御を行うため，負荷がある期間にすべての

Pフレームが間引かれ，Iフレームのみ送出されたも

のとして考えられる．

5. 実験と考察

提案した QoS制御方式の効果を評価するため，実

際にインターネットを経由した動画配信を行い，その

測定結果から評価する．

5.1 実 験 環 境

ネットワーク環境は，配信サーバ側がODN 128 kbps

常時接続回線，クライアント側が ISDN 64 kbpsダイ

アルアップ回線，両者間の hop数は 15である．また，

コンテンツとして，音楽，アニメ，ニュース（すべて

4分）を用意した．他の設定については表 3☆☆である．

ネットワーク上に負荷を与えた実験を行うため，コ

ンテンツの時間の半分の間（4分のコンテンツの中で

☆☆ 動画のフレームレートは，符号化時の目標値としては 8 fpsで
あった．
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表 3 実験環境
Table 3 Environment of experiment.

項目 設定

計算機
サーバ PentiumIII 500MHz, 762 MB

WindowsNT Server 4.0, C

クライアント PentiumIII 500MHz, 256 MB

Windows2000，C++

コンテンツ
動画 codec MPEG-4 Simple Profile（ES）
音声 codec CELP

Bit Rate 50 kbps

（動画 : 44 kbps, 音声 : 6 kbps）
Frame Rate 動画：7.5 fps，音声：4 fps

Iフレーム 約 2秒に 1回
その他の設定

クライアント 初期バッファ：5秒
バッファ 総サイズ：10秒

RTCPフィー 4秒（固定）
ドバック

再生開始から 30 秒後から 2分 30秒後にかけて）負

荷を与えた．なお，サーバからクライアントに向けて

16 kbpsの負荷であるが，別途測定した ISDN dialup

による実効帯域幅が約 57 kbpsであったため，コンテ

ンツに直接影響する負荷は約 9 kbpsとなる．

5.2 実 験 結 果

それぞれのコンテンツにおいて 10回実行した結果

から，動画においてサーバが送出したフレーム数とク

ライアントで再生できたフレーム数，欠損したフレー

ム数の平均値を図 5に，動画と音声それぞれにおける

パケットロス率の平均値を図 6に示す．なお，前に述

べた負荷があるときの理想的な送出フレーム数の上界

と理想的な下界の最大値についても示してある．

図 5では棒グラフの横に数値があるが，これは配信

サーバから送出したフレーム数に対してクライアント

上で表示されたフレーム数（ここでは “表示フレーム

数”と呼ぶ）の割合である．この値が大きいと送出さ

れたパケットが有効に利用されたことになり，配信の

効率性能の目安として考えることができる．

5.3 考 察

図 5において，QoS制御機能がある場合にはネット

ワークの負荷に応じ動画フレームが間引かれるため，

QoS制御機能と比較しすべてのコンテンツにおいて送

出フレーム数が減少していることが分かる．しかし，

動画の表示フレーム数の割合はすべての場合において

大きく増加し，表示フレーム数自体も平均的に増加し

ている．なお，QoS制御機能がない場合には，動画フ

レームのパケットが欠損した場合にそれ以降の次の I

フレームが到着するまで再生されないだけでなく，遅
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図 5 動画の受信フレーム数と有効フレーム数
Fig. 5 Received video frames and displayed video frames.

0

2

4

6

8

10

P
ac

ke
t L

os
s 

R
at

io
   

  (
%

)

(Video) Without QoS control

(Audio) Without QoS control

(Video)      With QoS control

(Audio)      With QoS control

Music Animation News

図 6 パケットロス率
Fig. 6 About packet-loss ratio.

延時間の増大により再生されないフレームも含まれて

いる．QoS制御を行ったときはそのようなフレームは

実験した総数で数フレームであった．そのため，結果

として，無駄なパケットの送出を抑制しネットワーク

の利用効率を向上させていると考えられる．

また，図 6 から，パケットロス率は QoS制御機能

がある場合にはすべてにおいて大きく減少（いずれも

1%未満）しており，このことからも QoS制御によっ

て，ネットワークの状態に適応し無駄なパケット送出

を抑制し，ネットワークの利用効率向上の効果が表れ

ているといえる．なお，QoS制御機能がない場合にお

いて，遅延時間の増大により再生されないフレームは

動画だけでなく音声にも存在し，平均的に受信したフ

レームの 10～20%ほどであった．

限定的再送についてはその結果を図示していないが，

すべてのコンテンツにおける 1度の配信において，再

送要求による再送パケットがクライアント上で受信さ

れた数は，平均的に動画で約 1.3パケット，音声で約

3パケットであった．音声に関しては 1つのパケット

ロスであっても知覚的に認識できるため，音声におけ

る効果は十分あると考えられる．また，動画において

も欠損した Iフレームが再送されるため，受信したパ
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表 4 理想的送信パケット数との比較
Table 4 Comparison with the ideal number of sent packets.

コンテンツ サーバ送出 理想的上界 理想的下界 全フレーム数 平均 I frame 平均 P frame

フレーム数 の最大値 サイズ (byte) サイズ (byte)

音楽 1,391.3 1,563 962 1,805 1,036.8 713.2

アニメ 1,337.9 1,561 961 1,803 1,557.5 679.7

ニュース 1,190.5 1,563 962 1,804 2,316.8 631.7

なお，すべてのコンテンツにおける Iフレーム数は 121．

ケットをより効率的に使用できていることになる．

QoS 制御機能によりパケットロス率をさらに 0に

近づけるためには，より多くのフレームを間引くこと

も考えられる．ただし，表示フレーム数の割合は増加

するがフリーズ時間が大きくなることが考えられるた

め，エラー訂正技術を活用する，コンテンツ作成時に

フレームサイズを可能な限り平滑化するなどの方法を

併用することも必要である．

負荷を与えた時間と実際のコンテンツにおける各フ

レームの平均サイズ，式 (7)から求めた各々のコンテ

ンツについての配信サーバからの理想的送出フレーム

数の上界や理想的な下界の最大値を求めたものは表 4

に示した☆．一方，式 (7)のようにフレームタイプを

考慮せず，単純に負荷量に比例してフレーム・レート

を計算した場合の送出フレーム数は約 1616フレーム

となる．そのため，各フレームタイプを考慮せず単純

に負荷量に比例してフレームを間引くだけでは不十分

であり，そのままでは品質悪化が解消されにくいこと

が考えられる．

実際の送出フレーム数は，理想的な上界値・下界の

最大値との比較から妥当な量であると考えられる．さ

らなる改良により，多少増加させることは可能である

と考えられるが，さらに増加させるとパケットロス率

が大きくなり，品質の悪化となってしまう可能性が考

えられる．そのため，式 (7)は，送出フレーム数の理

想的な上界としての意味は十分与えていると考えるこ

とができる．ただし，与えた負荷以外の負荷やコンテ

ンツにおける各々のフレームサイズの（局所的な）変

動，遅延の影響，QoS 制御機能において負荷がなく

なったときの転送レートを回復するまでのタイムラグ

への考慮は，より厳密な計算方法の課題として残され

ている．

なお，図 5 と図 6 と表 4 での各コンテンツにおけ

る Iフレームの平均サイズを比較すると，Iフレーム

の平均サイズに対して QoS制御機能があるときの動

☆ 計算値は，式 (7)での繰り上げがない値は異なるが，繰り上げ
の計算によりすべてが同じような計算結果となっている．

画の送出フレーム数は反比例し，QoS制御機能がない

ときのパケットロス率（動画，音声とも）は比例する

傾向が見られる．これは，Iフレームサイズが相対的

に大きくなると，その後の Pフレームの受信時刻にお

いて遅延が発生しやすくなる，または，パケットロス

が発生しやすくなるためと考えられる．

コンテンツ再生時の実際の知覚的な印象として，QoS

制御機能がないときに負荷を与えると，動画はクライ

アント上での制御であるスキップ機能により静止した

画像になり，音声の途切れが多く非常に聞き取りが難

しいため不快感が大きかった．これは．ネットワーク

の状態に適応せず無駄に送出されたパケットによる音

声の受信状態の悪化であるともいえる．QoS制御機能

がある場合には，クライアント上での動画の動きにつ

いては多少増加したような程度の印象であるが，音声

の途切れはほどんどなく不快感は大きく減少している

ため，その差は歴然であった．そのため，QoS制御機

能がないときと比較し，測定した数値だけでなく知覚

的な品質も向上していると考えることができる．

また，結果として示していないが，提案したQoS制

御機能による配信サーバ上での 1クライアントあたり

の処理負荷の増加は非常に小さかった．

6. 今後の課題

以上のように，提案したQoS制御によって配信サー

バがネットワーク状態に適応して配信することで，ク

ライアント上での良い再生品質を実現し効率的な配信

を行えることが分かった．しかし，さらに向上させる

ために今後取り組むべき課題や検討すべき課題は残っ

ている．

パケットロス率は減少したがなくなったわけではな

い．そのためには，一時的・局所的な輻輳やコンテン

ツのフレームサイズの変動にもより追従するなど，輻

輳予測・検出機能の精度向上を検討する必要がある．

また，転送レート制御機能において動画フレームの間

引きだけでなくコンテンツの符号化レートの変更を行

うことや，限定的再送によるエラー訂正だけでなく冗

長な情報も送出することでクライアント上で欠損した
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パケットの訂正を行うエラー訂正なども含め，複合的

に対応する必要があると考えている．

さらに，ネットワーク上に負荷がある場合に間引く

必要のあるフレーム数の評価として式 (7)を考えたが，

実際的な可変長符号化によるコンテンツや遅延を考慮

した場合について求める方法も考えていく必要がある．

そして，それを利用した動画配信技術における客観的

な評価方法の確立にも貢献していきたいと考えている．

7. 終 わ り に

本論文では，インターネット上で RTPを利用した

動画配信システムにおいて，ネットワークの状態に応

じ受信側端末上で良い再生品質を実現するためのQoS

制御方式を提案した．その方式は，ネットワーク状態

を把握しその推移から転送レートを見積もる輻輳予

測・検出機能，その結果をふまえネットワークの状態

に適応したパケット送出を行う転送レート制御機能，

欠損したパケットの中でネットワークの状態に従って

限定したパケットを再送する限定的再送機能で構成さ

れる．これらの機能を実現することで，インターネッ

ト上で測定を行い，提案した方式の評価を行った．

結果として，提案した方式はさまざまなコンテンツ

に対して有効であり，動画配信におけるネットワーク

利用の効率性向上やパケットロス率の低下を実現する

ことで，ネットワークの状態が悪化した場合であって

も受信側端末で良い品質での再生が可能であった．さ

らなる性能向上のため，精度の良い輻輳予測や転送

レート制御技術，エラー訂正技術などについて検討し

ていく必要がある．また，動画配信技術における客観

的な評価方法についても検討していく必要がある．
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